
○ 可　能

不可能

未計測

可　能

不可能

H28

目　標 件 5,000
実　績 件 8,268
達成率 ％ 118.1

大　項　目

課　　　　題

まちづくりの成果指標名

政策･施策の体
系

設定の意図

指標の設定

1.町民協働に支えられる自立したまちづくり

●　町税等は、督促・催告等により早期に納付催告し収納
率の向上に努め、公平・公正な税務行政を推進していま
す。また、未来を担う子ども達に貴重な財源である税金の
重要性を理解してもらうために、小学生に対する租税教育
活動及び中学生を対象とした租税教室を開催しています。
●　着実な行財政改革の遂行により、財政状況は改善した
ものの、地方自治体を取り巻く環境は、依然として厳しい
状況にあります。
●　地方自治体の財政状況については、財政健全化法の施
行により、実質赤字比率など４つの指標を公表することと
されています。本町の平成２７年度決算数値は、実質公債
費比率が１４．０％であり、新発債の抑制等により年々比
率は減少傾向にあります。
●　住民等に対する財政情報公開や財政の効率化、適正化
を一層進める観点から、新地方公会計制度による資産・債
務の情報を開示します。
●　ふるさと納税制度で納めていただいた寄附金は、ふる
さと応援基金に積み立て、子どもたちや高齢者、町の環境
整備や特産品ＰＲなどの事業から寄附者が指定した事業に
活用しています。ふるさと納税の寄附者に対して、約３０
種類の本町特産品等から選定したものを謝礼品として贈呈
しています。

ふるさと応援寄附件数

●　滞納者の状況に応じた納付管理を行い、悪質滞納者に対
しては厳正な滞納処分を行うことが必要です。また、全町的
な納税意識の高揚につなげるための啓蒙活動を行うことが重
要です。
●　南幌町行財政改革実行計画の着実な実行など、引き続き
効率的な財政運営を図る必要があります。
●　ふるさと納税を活用し安定した財源確保を目指し、今後
も南幌町を応援したいと思っていただける寄附者を増やすべ
く、リピーターを確保することが重要です。また、知名度向
上や町特産品ＰＲ、販売促進につなげるために謝礼品の見直
しが必要です。
●　多様化する町民ニーズに対応したサービスを提供するた
めには、施策・事業の効果や効率性について評価し、評価結
果については、町民にわかりやすく公表する必要がありま
す。

現　　　　状

①
成
果
指
標

 ふるさと応援寄附金を活用し、安定した財源
を確保するため、件数及び寄附金額（1件当た
り10千円×7千件＝7,000千円）を数値目標と
して設定している。

成果指標　（総合計画・施策評価）

代替指標　※成果指標がない場合

数値化

※施策目的(施策の意図)の達成状況を把握するための指標を記載しています。

単位

5,445

目標年度評価年度

H27

77.8

H29H26

7,000

H33

過年度実績②指標
データ

7,000

平成２９年度　施策評価表

●　南幌町町税等収納対策本部を中心とした徴収体制を活用し、幅広く集中的な特別徴収を行い、全庁的な収納業務を推進しま
す。また、租税への理解を深めるとともに、納税意識を喚起するため、町広報誌等を活用した積極的な情報提供に努めます。
●　南幌町行財政改革実行計画の取り組みにより行財政改革を進め、持続可能かつ安定的な財政運営を進めます。
●　総合計画の着実な推進に向け、計画で掲げた施策の達成指標や事務事業の評価について、外部評価を導入した行政評価シス
テムにより検証し、効果的・効率的な行財政運営を推進します。
●　南幌町公共施設等総合管理計画を基本に、計画的な施設の統合や改修、遊休施設のあり方など公共施設の効果的・効率的な
管理運営に努めます。
●　南幌町の発展を願い、応援しようとする個人等から広く寄附金を募り、これを財源として寄附者が指定した事業に活用しま
す。また、ふるさと納税の寄附者に対して、町の特産品等を贈呈することにより知名度向上や町特産品ＰＲ、販売促進につなげ
ます。

２.まちづくりの成果指標の設定、達成状況

②施策の現状と
　課題

総務課総務グループ

施策名

①施策のねらい
　と展開方向

１－（２）－①　財政運営の健全化

課・グループ名
総務課財務グループ

小　項　目

①財政運営の健全化

作成年月日：平成３０年１０月１０日

まちづくり課企画情報グループ
税務課収納対策グループ

１.施策の現状分析及び展開方向

達成率増減の理由

(2)持続可能な行財政運営の推進

中　項　目

 総務省通知に基づき返礼品の見直しを行ったことに
より、寄附件数、寄附金額ともに減少した。



３．施策を構成する事務事業の評価

(1)自主事業(自主）

(2)施設管理事業(施管)

(3)経常的事務(経常)

(4)ハード事業(ハード)

目　標

実　績

①58
②20
③24

件

①58
②20
③25

件

・104
・156

名
点

・104
・201

名
点

57 名

58 名

(1)町が実施主体となり、企業等が補完的な役割を行う事業

事務事業名

H30予算

必
要
性

別紙

1

現状のまま
継続

(1)

(2)実施主体は企業や町民団体等が適当であり、市が補完的な役割を担う事業(2)(1)を超えるサービスで町民ニーズが大きいと考えられるもの

租税教育事業 (1)
税
務
課

・小学５・６年生を対象
とした「標語コンクー
ル」の実施。
　５年生～町主催「小学
生の税の標語コンクー
ル」、６年生～岩見沢間
税会主催「税の標語コン
クール」
・特別授業として中学校
を対象に「租税教室」の
実施。（町主催：講師は
町担当職員、空知総合振
興局職員）
※参考：中学生を対象に
した「税についての作
文」（全国納税貯蓄組合
連合会主催）を中学校独
自で実施している。

Ⅰ

租税教室
参加者数

5

5

2

評価結果

事務事業
評価結果
(方向性)

③施策の達成状況

妥
当
性

事務事業の内容

評価年度(H29)

施策の
達成度

評価視点

・ふるさと納税制度の活用などの寄附収入に係る取
組を継続して行うことにより、各施策事業の財源と
して有効に活用している。
・初期滞納者及び納付誓約者の納税状況等の進捗管
理を行うことで、滞納処分等必要に応じた対応を取
ることが可能となる。
・租税教育推進事業を通して税の重要性を早期に理
解してもらうことで、将来を担う児童及び生徒の納
税への関心が高まることが期待される。

【種類】事務事業の種類

Ｂ 計画目標に向けて概ね順調に推移
　（目標達成は可能である)

Ｃ 計画目標に向けての進捗はやや遅れている
　（目標達成が遅れる可能性がある)

【必要性】事務事業の必要性

(3)企業や町民団体等による実施が妥当な事業

【妥当性】町の関与の妥当性

Ｄ 計画目標に向けての進捗は遅れている
　（目標達成は難しい)

221

町税等の
現年度収納率

＜別紙＞
Ⅰ

81

税の標語
コンクール

（応募人数、
応募作品数）

行政評価システム事業1

ま
ち
づ
く
り
課

85

Ⅲ

①評価した施策数
（総合計画）
②評価した施策数
（総合戦略）
③評価した項目数
（行財政改革計画） 185

・特別訪問徴収－電話催
告と戸別訪問の実施。
・滞納整理－悪質滞納者
への実態調査、財産調査
を行い、滞納処分を執行
する。
・納税・納付啓発－口座
振替の勧奨及びコンビニ
納付の推進。

Ⅰ

1

現状のまま
継続

1

現状のまま
継続

Ａ 計画目標に向けて順調に推移
　（目標達成は十分に可能である)

事業
番号

　事務事業及び施策の内
部評価を行う。また、行
政評価委員会による外部
評価を行うとともに、総
合計画基本計画、まち・
ひと・しごと創生総合戦
略及び行財政改革計画の
進捗管理を行う。

(1) Ⅰ

税
務
課

所
管
課
名

(3)(1)を超えるサービスで町民ニーズが小さいと考えられるもの

H29実績成果指標
単位

種

類

①事務事業評価結果

3

Ｂ

理由、課題・問題点

事業費(千円)

(1)町が保障する町民生活の最低水準に関わるもの

施策
への
貢献度
＜高い＞
＜普通＞
＜低い＞

Ⅰ
町税等収納対策本部
設置事業



7,000 件

5,445 件

％

％

実施計画

Ａ 4

Ｂ 1 2 3 拡大

Ｃ 〇 維持

Ｄ 縮小

　１階２階３階の内装ク
ロス等の張替え工事と事
務室・廊下の蛍光灯をＬ
ＥＤに更新する。【H32
年度実施予定】

Ⅰ Ⅰ
1

現状のまま
継続

(4)
総
務
課

庁舎改修事業

普通

40,048

事務事業の内容

年度別施策全体の事業費合計(千円)

36,946

40,459

H29事業費

H30予算(千円)

庁舎ＬＥＤ化5

4
ふるさと応援寄附事
業

(1)
総
務
課

ふるさと応援
寄附件数

・南幌町ふるさと応援基
金を設置し、納税された
ふるさと応援寄附金を基
金に積み立て寄附者が指
定した事業に活用する。
・町外在住者からの寄附
に対しては、寄附金額に
応じて南幌町特産品を謝
礼品として送付する。

Ⅲ Ⅰ

2-1

見直して
継続
｜
拡大

36,775

Ｃ あまり効果的な事業構成はない。
　（見直し等の余地が大きい)

平成30年度以降
の予算の方向性

Ｂ 概ね効果的な構成である。
　（一部見直し等の余地がある)

理由・問題点

①総合評価
（今後の展開、

　　事業の見直し
等）

委員会評価

４.今後の方向性　　※外部評価（行政評価委員会）

事務事業名

事業の
方向性

優先度
Ａ～Ｄ

（ランク)

事業番号

H30予　算

②H30に実施した新規事務事業

Ｂ

・今後は公共施設の老朽化に伴う大規模改修や改築など多額の支出
が考えられることから、公共施設等総合管理計画や新地方公会計制
度を導入し、公共施設のあり方を検討する。
・総務省通知により平成29年度からふるさと納税返礼品割合を3割以
下に見直したことにより寄附が減少した。寄附を確保するための受
付サイト拡大やリピーター確保に取り組む。
・納税義務者に対する納税意識の希薄性を如何にして減らし、納期
内納付へと繋げるかが今後の課題となる。
・租税教育推進事業を継続した中で、更なる充実した事業活動を行
うことが出来ないか検討する。

【評価】
特に課題とすべき指摘事項はない。

Ｄ 事業構成に問題がある。
　（抜本的な見直し等が必要である)

事業構成の
妥当性

③事務事業の妥当性
（手段は妥当か）

実施主体

評価視点

Ａ 効果的な事業構成である。
　（現状のまま継続する)

評価結果



別  紙　１





別  紙　２

指　標　名

成
果
指
標

項目

住民税（個人）　 99.62%
住民税（法人）　100.00%
固定資産税　　　 99.86%
軽自動車税　　　 99.88%
国民健康保険税　 98.22%
後期高齢医療　　100.00%
介護保険料　　　 99.71%
たばこ税　　　　100.00%
入湯税　　　　　100.00%
公営住宅使用料　 98.52%
保育料　　　　　100.00%
給食費　　　　　 99.72%

%

（内容）
町税等の収納率

実績値

単位

%

H29

住民税（個人）　100.00%
住民税（法人）　100.00%
固定資産税　　　100.00%
軽自動車税　　　100.00%
国民健康保険税　100.00%
後期高齢医療　　100.00%
介護保険料　　　100.00%
たばこ税　　　　100.00%
入湯税　　　　　100.00%
公営住宅使用料　100.00%
保育料　　　　　100.00%
給食費　　　　　100.00%

目標値


